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手段の会辺住Jアブローチ (J;I、九本号)
はじめに
fプライパシーの権利jは， 19世紀末のクオーレンとプランダイスの論文
において， 11人にしておいてもらう権利J(the right to be let alonel と定義さ
れて以来， 100年余りの間において，アメリカのみならず，世界各部におい
て，学説，判{宛，実定法制度が交錯しながら甥旋状{こ展開してきた1)。我が
留においても，高度経済成長に支えられたマスコミ文化の到来とともに，私
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人によるプライパシー権侵害を争う訴訟が，また，ほぼ同時期に公機関によ
るプライバシー権侵害を争う訴訟が生じている。 1960年代後半から f'情報
化社会J2)の到来がいわれるようになり， 1990年代半ば以降には，インター
ネットに代表される高速，大容量の通信技術の一層の展開とともに， f高度
情報化社会(lT社会，7Jレチメディア社会，情報ネットワー ク社会，デジタノレ社会，グ
ロー パノレ・ネットワー ク社会ともいわれるけ という表現が用いられている c そし
て，実際，それを反映する住基ネット訴訟が生じている。他方，学説上，プ
ライパシーの権利は，アメリカ法の影響を受け，私法上の権利として論じら
れはじめた人間権利営自己決定権として捉えたアメリカの憲法判例4)の影
を受けたこともあったが，いち早〈矯報化社会へと展開していったアメリ
カにおける議論の影響の下，19iO年代半ば以降，同概念は罷報プライパ
シー権として展開し，今日に至っている。また，これらの動きに遅れつつ，
実定法制度も形成されている
本稿は，公機関によるプライパシー権侵害が問題になった訴訟で，かつ，
原告，または被告人が憲法を援用してプライパシー権侵害を争った事件に焦
点を当てベ最高裁の法廷(多数)意見，補足意見，反対(少数)意見，下級
審に見られる様々な憲法判断のアプローチを，筆者の消極主義，積極主義の
枠組i)をもって整理・分析し，さらに，各アプローチぞ支えていると思われ
る思想、や可法哲学8)を抽出するとともに学説の対応9)も検討しようとするも
のである。
具体的には，捜査機関による，容貌，指紋等の個人情報の{収集]10)がプ
ライパシー権侵害かが問題になった事件11)，行政機関による，前科情報の
{開示]12)や個人識別情報の{流通]13)がプライパシー権侵害かが問題になっ
た事件合対象とする14)。以下，判olJを表記する際， ~U併の皆頭に次のよう
な略記を付す。
(~貌【収集1/知事，国賠〉
これは，技査機関による容貌等の写真撮影・ビデオ擬影がプライパシー権
を侵害するかが刑事事件や国賠訴訟において争われたことを意味するむ
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〈自動率{収集]/刑事，鼠賠〉
これは，オービスやNシステム等の告動車監視装霞による，ナンバープ
レイトや運転者等の容貌の撮影がプライパシー権そ箆害するかが刑事事件や
間賠訴訟において争われたことど意味する
〈指紋[1収集]/刑事，国賠〉
これは，外調人資録法が外国人に課す指紋押捺義務がプライパシー権守侵
害するかが刑事事件や毘賠訴訟において今われた16)ことな窓味する。
〈確認[収集]/刑事)
これは，外国人登録法が外関人に対して課す確認申請義務li)がプライパ
シー権全畏害するかが瑞挙事件において争われたことをナ意味する。
〈前科【開示]/思賠)
これは，弁護士法 23条の 2に基づく弁護士からの照会18)に志じ仔政機関
が原告の前科把罪援を開示したことがプライパシー権を侵害するかが国賠訴
訟において争われたことな意味する。
〈識別[流通J)
これは， {主基ネット 19)の掠働により住民の儲人識別情報を流通させるこ
とが住誌のプライパシー権を授害するかが争われたことを意味するお)0 訴
えの相手方も市・区，府・県・都，センター，留と多岐にわたり，訴訟形態
も，取法，差止，罷賠訴訟と多様である2l)。
i 1人にしておいてもらう権利j として生まれたプライパシーの権利は，
その後，様々な意味で馬いられてきた。また，憲法学上だけでなく，私法学
上も論じられ，両者の関係も明確でない。さらに，時代の流れを敏感に反映
しながら展開してきている c これらの意味において，その実体は捉えにく
く，実捺，半日OlJ，学説において種々のアプローチが見られるところである c
本稿は，かつて論じられた納税者番号22)，そして，今後，論じられようとし
ている自民 IDi1U23)喜子はじめとして， 高麗化していくと忠われる情報
化社会におけるプライパシー権のあり方公考えるとともに， 60年にわたる
憲法訴訟の全体像伝明らかにしようとする筆者の f我が留における司法消榎
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と積極主義」シリーズの一部をなすものである。
注
1) 学説，実定法制度の展開については， さしあたって，綴部政93r現代のブライ
パシ-jI!， II (1980)，榎原級編 Zプライパシー擦の総合的研究3第 1耳t，第 4fi 
(1991)参照c
2) 初期の文献として，林雄二邸内号報化社会… ハードな社会からソアトな社会
へ(1969)，共flB3米二{改?情報化役会のゆくえj(19i2)参!l江情報化社会{丸投業
主1:会，工業主1:会{こ次ぐ新しい段階とも評され，情報のもつ役割が会話{こtl:lる社会と
される i情報化と{ふ第 1に。役会における情報の益 生産，加工，伝透，保
存，活用される情報の滋…ーが，相対的に(物対に対して，あるいは入院に対し
て)増大することム rt右2，こ，清幸誌についての活動一一生成，加工，伝達，保存，
活用 ーのために投入される人的・物的資源が， I1也の用途に校入される資源にくら
べて，潟大することJ，f第 3に，上記の変化の結采，たんに物燃のfih:授かになる
だけでなく，物jばというコ筒形なもの(ハードウエア)にたいして，無形の情報，知
識(ソフトウエア)のもつ15:l球，役割が，穏対約{こ矯大することJ，iそして情報に
ついての活動を行なう人と物の丞要性が，高まることj との説明がある c 東洋大学
付属at予言I'ii:機センター綴?情報化役会の思怨と主主活 33N (1971) c 情報化社会
という概念は， アメリプJの社会学者夕、ニエノレ・ベノレが， 1960年代はじめにil昌えた
fl党工業化社会議jにおし、て均l礁になったといわれる c ダニエノレ・ベノレ・内li忠夫ほ
かW~ 税工系一社会の訪米:社会予測のーつの試み(1975) ご
3) 伊藤正己?ブライパシーの権利 (1守63){I迎。プライパシー研究の先駆r!%Jf究は，
1ミ延三三次 f英米法における泌?誌のi呆if!J法協 52巻:27} 120 n (1935) といわれてい
るつiIIl掲げ:1)後係猛綴・ 47反c
4) Griswold、Connecticut，381じS.479(1965)， Roe ¥'. Wade， 410じS.113(1973). 
総務?アメリカにおける司法的滋主義とi問機主義(1987)VII論文参照。
5) f閑人情報保設ilml交は，地方公共lすi体力、先行し， 1990 #o 3月ilUiEの神奈川県条例以
|年，全国の地)'j公共同体で制定されているこ i主lレベルでは，公約機関をと対象とした
f行政機関の保有する'il子計鋭機処理{こ係る個人情報の保護に関する法律J(1988)， 
民間部門{こ対しては通産省による「民間部門における電子計算機処理に係る綿入信
報の保護に関するガイドラインJ(1ヲ8守)， f行政機関の保有するi間人情報の保護に関
する行政機関の独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律J(2001)， ro混入
浴字誌の保護に|返する法律J(2003)等がある。
6) 佐藤教授は，プライパシーの権利金 f情報プライパシ一様j として促え， f 自己に
|立lする情報会コントローjレする権利Jと定義する c そして， fそれは， その人につい
ての情報の{工取得収集， 保有および安利Jfj・伝播，の各段階について問題と
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なるJ，iこの権利の十会な災現のためには，法律lこより，政f(読者機関に7りして， !r.詩
人{こ関する絞殺の取得収集，保谷および利用・{討誌の各段階についで規制~加える
とともに，政府機関がどのような個人情綴システムを保…fぎするかについて公表する
ことを義務づけ，総人情報の主体に政f(否認後隠の保有する記録についての具体的ア
クセス権および訂正・的除要求権を付与する必重さがあるj とする G i主総幸治選法
{第 3奴 455f[ (1995)。本総も，自己情報コントローJレ後説に立ち一一一者千， jfj
諮i去は爽なるが一一一， J二記工ノをと対象とする。偶人情報へのアクセス権，訂正・
刻徐主主求権については， i主基ネット訴訟において問題となった削除雪さ求のみ汲う
なお，本務では，自i己絞殺の射怒ぞ!よく捉え， ~!:í i!jzも含める
i) i自怒主義，絞短主義という概念は，税突をと記述する概念として， また，あるべき
資Ji去{宗主?記述する綬念としても用いられ，定義も一様でない3 本総では，現実ぞ記
述し，分析するための滋J'i としてJfjいる。 !p谷災橋幸~蕊法訴訟の基本;問題 201'[
(1989) 参!札各半IJ伊jのアプ口ーチ~分類する戸存続として， まず，治綾子区ご主主と絞綴主
義と(こ二分し，これをさらに細分する c 日下のところ，次のように定義したいc
(i均慰主義り これは，公機関の行為のぞT窓性念寺子う訴えについて， 'JH'f二位を欠
くとして却下すること等，本家判断{こ入らず，訴えを斥けるアブローチである
(i潟怒:tj受I1)) これは，公機関の行為のf?JIA1:を争う訴えについて.本家'PlI訴に
入るが，法律レベノレの判断で処理したふ窓法訴訟の当事者iiNr行合欠くとしたりす
ることにより，窓法'jlJl釘{こ入ることなく訴訟の入仁lでIJH'f:?:'主主墜するアブロー チで
ある ν このアプローチは， さらに，原告，被告人(こ結論的:こ右手IJな結論をき事く山タ
イプのアブローチと，原告，被告人{二綴稔的(こ不利な結論をき手〈 βタイプのアブ
ローチとに二分される J
《消採決義 11) これは，公機関の行為の合滋伎を争う訴えについて， ，ぷ法判断
{こ入り，法令をと;X注jぎでないと'!'lJt訴し， もしく(立合jさであることを前提に，法令の
i議用{ま違法{でないとし.処分のli:Zìì~ Ni'l :cJ， I五l!fNi'l;Jミ， 1!l1;lJI~ の ::t張等主主ケ斥けるアブ
ローチである 3
《約額主義1)) これは，公機関の行為のff滋性ぞ争う訴えについて， Jil;ぷi等闘が
見られるあらゆる滋合から，次iニ述べる《駁怒主義Il))， ((主主綴主義 II))のアブロー
チ?:'I設し合議限定RFf釈や巡!日i喜怒のアブローチであるう
《絞鐙主義II)) これは，公機潟の行為の合伎を争う訴えについて，法令やその
行為~透怒と判断するが，事情判決のように最終的には訴えを斥けるアブローチで
ある
《続領主義 II) これは，公機関の行為のぞf)k~性そ争う訴えについて，法令ごと返
送・絞殺!と判断し，訴えぞ認容するアアローチである。
8) 資i法哲学という概念のもとに，筆者は，談会制民主主義において途怒号さ査権をも
つ司法擦をどのように位itづけるべきかという大均約なスタンス，訴えを裁判所:ニ
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Jf'Zち込むべきか喜子か，主禁法判断に入るべきか否か，個々の苦手ままアプローチや救済の
方法等のあち方等;の判民rに内在するお]法自身の抱く役割j緩や滋法解釈観を考えてい
る
9) 学説は~当然のことながら，筆者の院についたミt姿なものに浪られる c
10) [収集]といっても，収集だけでなく，収集した情報の保有および利用守合むc
11) 以下で扱う他，授資関係では，犯努捜査における主遺伝.1立話の滋穏がプライパ
シー権fi~ として問題とされるが司本稿では対象としないc
12) [潟示】{ま，本人以外への関永をな旅する。{公j非j.公表](ま[開示]より，より一絞約
なi吉報の伝播を;意味する。
13) [流通れま， {主基ネット訴訟の場合に用いる c 本人磁認、翁殺へのコード付与，本人
篠認情報の通知，保存，提供，手IJ照合含む3
14) 以下で扱う他，行政潟係では， ~I;嫡出子の戸籍，住民芸書の表記がプライパシー権
を{侵答するかが争われた事件があるが，別総で扱う c
15) 自動車監視装置にかかわる訴訟は，監視装霞の性格により 2つに分類される。 i
つは，扇動迷度途反取締装置にかかわる速度際視訴訟である。オービス{ま，設鐙箇
所ミケ通行するま転向が一定のi密度'e超過して遂行すると赤外光線{こ近い光線を投射
し，自動的にその車両の前方から写真念撮彩する。撮影された極像には車両のナン
ノ t ープレートと運転者の苦手貌ー姿態~;のほか，採影の日時，場所，及びi可装授が計
測した速度が示される(RVS‘ レーダースピードメーターも機能約!こ大差なし、)。迷
皮途反で訴迭された被告人は，刑事事件において，iiii.視装授による撮影の合怒殺を
争うことになる c その友張:ふ当然， IJ~j例毎{こ異なるが，ぐドi 重vì選皮違反取締装慣
は正確でない，支 r司装i泣によって{邸入の容貌~探彩することは滋法 13 条の保障す
る肖像機，プライパシーの権利，自己情報(移動に測する巡転若手の情報)コント
ロー /レ?を喜子侵ミ与する， :0 fl'iJ裟訟は特定の再三穏のみをと主n捉の対象としているため
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自動2卒者主容は後ろにナンハーがあるため捕挺できず，多くの大君主導まは自動速度主主視
装置の爾角lこ入らないため捕捉できない 不合湿な澄別であり，怒法 14条lこ違反
する，玄関乗者もj!tz影する点、で集会，結社の段[43を侵答し， '!i.益法21条 l墳に途反
する，玄 r可装躍によちEl勤務保有者の移動の詳紛が常に監視され，主筆法22条の保
障する移動の自由を侵2与する， ~'逮i去に~xM~ された証拠'é有罪判決の資料として伺
いることは慾法31条に途反する，会犯行現場において被告人の弁明ぞ開いていな
い点で怒法 31条，3i条 1項に途反する等主張する。もう 1つは， Nシステムと呼
ばれる自動車ナンパー自動読み取り装鐙にかかわる訴訟であるや災システムは，走
行中の自動率のナンバーを自動的に読み耳':z1)，手配車両のナンパーと照会するシス
テムであち，自動率使用犯罪発生時において，現場から逃走する被疑者事河{e速や
かに捕捉し，犯人全検挙すること，重要事件等に使用されるおそれの強い盗難車両
を摘挺し，犯人の検挙及び被害車両の回復を図ること等を目的として，務察庁が昭
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和56年から研究開発令行い，昭和61年度から導入され，全国のー殺ii!，高速道路
lこ設議されている会綴彩された磁像には，走行事雨のナンバーブレート，パン
ノtー ，前照灯，ボンネット及びその他の背景が写っている c Nシステムは，速度途
反旗のみを撮影するオーピスとは異なり全車両を擬影し，そのナンパ--5."記録，係
者子する c 図賠訴訟において，原告らは，災システムによる採影は，出降、惨さと後議す
る，自由{こ移動する権利を侵祭ーする，主室、法 1条， 13条{こ由来する自己情報コント
ロール援を侵害子すると主張する 2 なお，迷度違反で訴追された容が，災システムの
ぞ??益性をそ告う訴訟も~られる。
16) 日間口 27年制定の外留人登録法 14条{ま，我が留に 90B以と在留する 14歳以との
外怪人iこ対し，新規登録 (H会)，霊安録証籾設のiJl{妥交付 (6条)，登録証明書の再
交付(i条)，去を録証明惑の切替交付 (11条 l演の磁認可T議)の終， 21事録{こ，外国
人登録厳禁，登録証明書主及び指紋原紙に指紋j京総義務を~!し， 18 条 Plヨ l~子{ま，途
反者{こ l年以下の慾役もしくは禁鎮または3万円以下の総会全言葉した。 il召frJ31年の
改lEIこより， H歳未溺の外注i人が:flll僚の対象から外され，去を録縫認期間がそれまで
の2王手から 3年になり，昭和 33年の改まにより，夜留WJIHl1年未満の外国人の指紋
押捺義務が免除されたc 昭和46王手政令 144王子により， 1琴交付申請の場合，従前， 10 
t認の搾絞殺務が課されていたものが，会ての場合;こ lfi'l指紋のみの採取となり，昭
和 5i年の改正により指紋搾捺の対象から外される外国人が 16歳未;絡に引き上げら
れ，指紋押捺すべき書類の内，指紋Jjt"紙が従来の 2枚から l枚となち，登録絞認期
間が3年から 5年{こ延長された号まずこ，溺金の綴が3万円以下から 20万円以下;こ改
められた。昭和 60i手政令 125号により，回転指紋7J'3fZ頭指数に改められ，昭和62
年の改正{こよち，指紋:flll捺{ふ原則として最初の I回とされ， j中総すべき書類も外
国人笠録原禁及び外国人資録原紙lこ限定されたな平成 4iドの己主lEi去によって，王子成
5年 1Flから， I日本留との王子和条約に基っき日本の街籍をと露在校した者等の出入国管
理{こ関する特例法J(1991年) IこiEめる特別永住者である f平和条約国籍離脱者j
及び f王子和条約思怒離脱者の子孫J{こ対してはお紋押捺が廃止され， これに代えて
写真，塁!}:s及び霊祭族守主項の主主録{こより同一人性の確認をすることとなった3 その
後，王子成 1年の法改正で，平成 12年4尽かち在日外i詩人の翁紋押捺制度がすべて
廃11:されることになり，指紋押捺義務を免れる対象者(H(]60万人に及んだとされ
る。指紋押捺制度の合索後ぞ争う訴訟形態としては，指紋押捺を拒i!?し訴追された
者がjflJ善玉率件において指紋押録制度の合怒使令争う八タイプ，指紋押総合拒否し逮
捕された者が指紋搾捺制度の会主筆憶を争うとともに，逮捕を違法として間賠ぞ求め
る 8 タイプ，押捺した者が:flll捺制度の途jぎを慾出{こ臨R官舎諮求ずる C タイプカ;~ら
れる。指紋押録制度の会長室性を争う者{ふ事例銭安芸なるが， I可制度につき，会その
回約は不当であり，必要性，会濯殺を欠き，運用の実態も形骸化している，玄J みだ
りに指紋狩捺を強制されない権利主主侵害し， ~自民の私生活上の自由の l つであるブ
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ライパシー縫.自己情報コントローJレ官官会保障した慾;去 13条{こ途反するとともに，
「何人も・・・・517伎を傷つける取扱い若しくはiflJ認をケ受けないJとする国際人権規約 B
規約(以下， B規約と略す)i条に途反する，玄合理的混由がないのに外国人令上l
本国民と差別する点で滋法 14条， B塚市¥]2条 1項(1この規約の各締約図は，その
領域内にあふかつ，その管轄の下にあるすべての個人に対し，人鐙，皮f授の色，
i生，言語，宗教，政治的怒見その他の窓見，国民的若しくは社会的出身，財産，出
生7..(ま{也の娘役等によるいかなる差別もなしにこの規約において認められる権利を
尊重し及び篠弘lすることをナ約束するJ)，問 26条 uすべての者は，法律の前に玉TL寺子
であり，いかなるまま別もなしに法律による平等の保設な受ける擬平日を干ぎする c この
ため，法律は，あらゆる羨目立を禁止し及び人種，l支f授のE.，性，言語，宗教，政治
的窓見その他のJA見，淘民的若しくは社会的出身，財産，出生又{ま{践の地位等のい
かなる理由による羨別に対しても平等のかつ効果的な保護をすべての者に保際す
るJ) (こ違反する，玄戸籍法及び住民基本台絞;去では各主主の義務違反に対する制裁
が過料という行政:誌であるのに対し，指紋不予jl捺!.IF-(立懲役または沼会であ仇刑罰
は均衡を5たしており‘怒法 31条{こj岳災ずる等主張する{也‘民族約属性，民族として
の誇り，疋，tf8，信条を抹殺しようとする同化支配政策のー察合担っている点で?益法
19条{こ違反する，指紋押なつ制度自体は5M?tや B規約(こ違反しないとしても亀定ij談
合もって姿子とともに家庭生活を;皆んでおり，その身分事項(立明確である定住外国
人に指紋押なつを強i!iせすることは， ì@JI])さ;ぶとなる等の~ì:.5長がみられる
li) 外国人受録;公 11条 1互交は， 1'1:留外rm人について，外[m人'fHま原渓の記殺が~lÇ災と
合致しているかを篠認するため 5if:ごとに終認小前をする義務を認し，その際，!t(< 
Z会，写真2~廷が求められる( 111請の宣告，求められる指紋:flJl総に隠しては，指紋:flJl~告
のIlJ:ilとして扱うれ確認申請をと怠った者は， 18条 PJU号により九年以下の懲役
名=しくは祭鋼又は 207jドm、ドの罰金jが課される(平成 4fT三の改正によか 20万円
以下の"百金のみとなった)。確認申諮制度の合慾性~争う被告人は，当然， :~J例ごと
に奥なるが， 1: [1部告別立は，…tl!に外国人に一定の時期に$1訂村役場へのl並立買義務を
認し，自己に隠する情報の提供全強制するものであり，私生活上の自己の行動や情
報について悶家の子渉を詳している点において，個人の人格的尊厳及び幸福追求撲
を定めた怒法 13条の保降するプライパシー権及び私生活の自由を制約し，関家から
監視されない良治も侵容する，を日本国E誌について般住潔係，身分関係~明確にす
ることを?尽的とする伎民援本会i際法及び戸籍法が磁認il，IJ皮を採用していないのに，
外登法は外悶人について確認il，IJ疫を採用しているJ誌で，また，住民基本台帳j去及び
戸籍法の関tl:l義務違反等(iU政:誌であるj経科なのに対し， I何百義務違反{こ 1{Io以ド
の懲役もしくは禁鋼または 20万円以下の罰金会科す点で不合怒なA別であって，慾
法 14条に違反し， B規約 2条， 26条;こも違反する，ぢ:外受法 11条 1項， 18条 l
Jf[ 1 号は故意犯のみを処認する趣旨であるのに，単純な過失犯~処3せすることは，
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プライパシーの権利:tめぐる責j法治甑主主義と談僚主義什
!lll刑法定主義を規定する滋法31条{こ逮反する等の2主張をする乙
18) 弁護士法 23条の 2の l項は， i弁護士は，受任している事件について，所属弁護
ごと会:こ対し，公務所又は公私の団体(こJl司会して必要な楽産iの毅告をケ求めることをとめ
し出ることができる 3 中出があった場合において，当該ヂF設士会は，その中t討が適
当でないと認めるときは.これを絞絡することができるj とし， 2壌は， i弁護士会
(ふ前頃の綬定によるIjl:l(こ基き，公務所又は公私の Bìl{4'に照会して必喜さな:rJ~墳の
報告をケ求めることができる J とする c この規定の趣旨について，弁護ことが絞務~執
行するため必要な事実の調査i2えび証拠のlj文集のうちて、も，現{こ受任している事f!二に
ついて必姿な ~r)項{ニ ÞTi 1) ，かつ，弁護士:が弁護士会にゆし出ることにより，弁護士
会が報告請求を行うことが;0当であると料i請した事項{こ限って，当該弁護士会が公
務所又は公私のBi){ねこ対してだけ縮会しj怒ることとし， もって，災笈的に弁護jつの
rt号資活動を了毒事丞しつつも，不必要，不透おな滋!照会によってもたらされる弊容を紡
1:しようとするものであるj との説明がある。 IJI下義三・ひろば30巻 9号 5i1ef
(l9ii)o rえコメント:ふ本条の立法伊jとして，月ImJ訴訟法第 197条!:l32Jfii捜査に
ついては，公務所又は公私の i遺体に!\司会して必~な ~rp廷の報鈴をと求めることができ
るJ，If立法第 279条 f裁判所:ふ検察官，被告人殺しくは弁護人の請求により又l訴訟
村長で，公務所又は公私の i主体{こ j沼会して必要な事項の報告を~:Úとめることができる J ，
i自民事訴訟法第 262 条役引当所ハ必~ナノレ調査テ官庁若ハ公お;，外国ノ '@îlr等ハ公
認又ハ学校，隊業会議所.取引所:.1'1;ノ他ノi寄付ミニl将託スlレコトテ符J，fijt室長議室主会法
36 条 íj愛妻美審資会{ま，公務所又{立公私の i刻字:こ!被会して必喜さな I1Fl~iの 'Ïtz校舎求める
ことができるj等をあげ， iこれらの報告をヰとめられた相手方は，報告をケ拒否するJE
ilな理rlJiがない浪札報倍:こ応ずる義務があるとち!tされているが，強制カまでは
認められていないJ， しかし， f刑務事件については，綴チガが報告を拒否すれば，
主主主主:，支持え等の強制処分が行われるT可能性があり(刑事訴訟法第222条，第99条
ないし第 102条)，そのな味で代詩的な強制カが溶干Fしているj と説明する。
19) 従前より，各市町村の{来千ぎする住民基本会i援の情報はお該rjl町村内においてのみ
初mされていたが， 1'1'社会への進展のなかで，王子成 11fr:， r電子政府.';-立子自治
体j災現の一線として，住民泉本会綴法が改正され，住基ネットカミ導入されたc i:
Jきネットは，;出方公共同体i潟のネットワーク化合|ま]1)，住民基本会絞に閉する事務
の広域{とによる伎災サービスの向 kと行政事務の効率化計立iることをケロ的とするシ
ステムである(段基法 1条， 6条 3J1'Dcネットワーク内{こ;b"'いて，保存，送信等の
対象となる本人総認1i'H裂は，住民基本会絞(こ記録された個人情報 (1司法 7条)のう
ち， :1:'氏名 (p子)，写生年月日 (2~子)，答性別 (3 …号)，安住所( 7号)の
は消'ItiJと変更信幸誌である。ぞき佼民禁{こは，全混合通じて丞複しない然f1'為(こ作成
された 10桁の数字及び 11fIの検査数字である住民禁コードの記毅が求められる(阿
法 7 条 13~ト)。本人fiíii認箭裁は，市町村{こ設置されている住民基本会総事務の電子
ヲl
;ìI'î'~後から，総j度しをするための電子号!'ff.終 (CS =コミュニケーションサーバ)に
泣気通信間終により送信し，さらに‘ FiU気通信fHI総合通じて都道府県知事に送信さ
れる c 都道府県{こは，区域内の全市町村のcsから送信された本人総認情報全記
録，管壊するシステムである都道府然サーバが設!討されている。都道府然知事は，
総務大Eさの指定する指定情報処農機関(対f司法人地方釘治情報センター，以下，セ
ンターと略す)に本人確認術報処潔事務を行わせることができ(悶;去 30条のlOm
1 J1:Î往l~t~)，指定信報処理機関には，全都道府県の都道府県サーバから送信された
本人確認箭幸買をと記録‘?を隠する金銅サーバが設51{されている(同法 30条の 11)，住
基ネットシステムには，本人総認Jj'J報の目的外利JlJの禁止(同法 30条の 34)，本人
磯認、情報を保釘する行止文機関によるデータマッチングの禁止(間法 30条の 34)，都
道府県知事又は指定俗報処潔銭関(こ対する本人総認、情報の溺波等の|涜Jニや本人fJIj!認、
情報の適切な管怒のために必姿な搭;授を講ずべきことの義務付け(河法 30条の
29)司住基ネットに係る事務に従事する市町村，都道府県，指定情報処怒機関及び本
人確認、情報の提供を受けた箆!の機関空Fゃ地方公共i主体の執行機関の総長等{こ対し知
り得た本人{務認、情報に関する裕子百;えは本人確認、清報の電子計算機処怒等に関する夜、
?をの保持義務と巡反者への 2年以下の懲役又は 100万円以下の罰金という刑罰1(附
法 30条の 31，42条)i出の情報{応援i!iIJ!交がなされている。{主主Eネットについては，
f特集・改正住民基本会核法と今後の授|井lJジュリ 1168号 i21'[(1999)以下所収の
諸論稿参照。
20) Iポ告らは， it-Ji!iネットそのものの必'Jl!i!l:・ 3釘m伎を疑問視するほか， {主基ネット
の運用{こより，ハッカ一等による外部からのネットワーク侵入の危険性.ハード阪
でのセキュリティ対策の不自立ほか，巡I!J関係:jl'fなどによるお]淡1fj:による飽人俗7Filの
流出，データ改ざん，データマッチングミ事の危険性をと指摘し，本人li{g認主'H殺のお;曳
や不I抗日潟の兵ー体的な危険があるとし，益法 13 条の(!!~隠する氏名権・人格権，公権
力7Jヨら監視されない権利， 自己情報コントロー/レ権，5fL穏生活t'fiミ事会佼三与すると:1:
51とする。本総は，自己情報コントロール権の主張に焦点をさ当てる c
21) (主祭ネット訴訟には様々なタイプがあるが，主要なものは次の八， B， Cの 3タ
イプである
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八タイプ 〈識別[流遜(コード)]1(市)取消) これは，市が住民に一方的に 111ぢ
の住民望書コードを割台絞り，悶コード~住民票{こ記絞し， {主基ネット lこ接続し，原
告らの(!nJ人情報~収集，管理又は利用することにより原告らのプライパシ-]濯を佼
復したとして，市に対し，コード付与の取消しを求めたことを窓i沫する c
おタイプ 〈識別{流通]/(市)差11:・間賠)) これは，伎民が， r有{こ対し，コード付
与の主主11:と思F去を~~Jとめたこと合意味する， t惑}法論求のみの訴訟もあると
Cタイプ (識別[流通]/(Jl守・県・者1)主1]二・窪i賂， (センター)差Jl:・国総， (悶)1務
総)) これは， /.日・尽・都の住民が，李府・県・者liに対して，悶の機関及び法人{こ
プライパシーの権利をめぐる司法消極主義と積怒三夜祭 tう
対して岳{告らに[到する本人娘認情報を提供してはならない‘センターに;):{し本人磯
認情報処潔事務全委任しではならない，被告センターに対し本人確認i苦手完全通知し
てはならない，本人縫認、情毅.z住主主ネットの磁気ディスクから削徐せよ等のまを1二請
求，及びこれらの後初ないし自闘が侵ミさされたことについて民総請求を求めたこ
と， ~:2:センターに対し， !I;l.'都から受任した本人確認後手話処理事務を行ってはなら
ない，本人縫認1w卒誌なttl主ネットの磁気ディスクから i~1j除せよとの波止諮oJし及び
I]lJ議議求<!?求めたこと(センター に対しては，医lJ!斉諮01之がないことがある)， . 3) 1]1 
lこ立すし役選改正法的別 I条2項の綴主主 「この法律の施行:こ当たっては，政If，f
は，俗人約字誌の保護{二万全をJliJするため，速やかに，所望さの搭;授をケ議ずるものとす
るJ (こ反して住墓ネットの遂Jl.z開始したことは途法とし悶絡をど諮求したこと
な怒旅するつ
22) お付税治ぬな税者千喜市{i日とプライパシ一一一高度絞殺化社会における納税者の擦
手当(1990)参!Kic
23) 2010年 5FJ 12臼の税E1新潟jiV1刊には， I主IEミID制， 2013年自祭事ifIT戦略，
個人情報{保護が設題Jという見出しで， 6 JCj26 iゴの関紙初刊には， r (:j，:J，!;ネット利
用， f詰有力 説・社会i*T4tの共通怒号制度j というえ出しで報じられているつ
消極主義のアア。ローチ
(0高甑主義1))
付 「行政処分に当たらず不適法j アフ。ローチ
A 概要
これは，憲法 13条の保賭する原告のプライパシー縫合設害する違法な行
政処分であるとして取消しを求められた行為につされそれは， i住民の権利義
務を新たに形成したり，生民の権利義務の範闘を確定するような法的効果を
有せず，行致事件訴訟法3条2項にいう「行政処分Jに該当しないとして，不
適法として却下するアプローチである。憲法半日断lこ入らず入口で処理するア
プローチであるので，プライパシー権に穣極的にコミットする記述は見られ
ないが，プライザパシー権へのマイナスのコミットは，かなり強いと思われる。
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B 裁判例
(1) H-16.6.30 <識別{流通(コー ド)]/(11)取諮〉富山地判平成 16年 6月
30 Ell) (Rexデータベース{以下， Rcxと記すJ)， H-li. 2. 23 (識別[流j透(コー ト、)]/ 
(司r)取消)名古属高金沢文科)は，原告らに 11析の番号である生罰禁コード金
付与した行為が行政処分に当たるかについて， i取i自訴訟の対象となる行設
処分とは，公権力の主体たる国又は公共盟体が行う行為のうち，その行為に
よって，車接国民の権利義務を形成し，又はその範囲を確定することが法律
上認められているものj というユ)。そして， 1本件行為は，市町村長が住畏
基本台i陸法 7条に基づき住民票に住民票コード伝記載するものであjり，
f市町村長が住民票に開条各号に掲げる事項を記載する行為は，いわゆる公
証行為であるから，その.1生賞j二国民の権和義務に度接具体的な影響を及ぼす
ものではなしただ，その仔為が他の何らかの法的効果と結びつけられてい
る場合に限って行政処分性が認められるん f本件行為は，氏名， {主所等の文
字情報によって本人確認をナする場合よりも，取り扱うデータの量を減少させ
て迅速な検索を可能にし，かつ，確実な本人確認を?実現する目的でJ111け
たの数字を記載したものであるから，住民票コード、は，既に記載されている
住民票の内容を?表現するものにすぎないJというっそして， i本件行為は，
にはもともと市町村長が実施していた公証行為の延長線上にあJ1)， 
fその性費J二，当該行為そのものによって産接新たに国民の権利義務な形成
し，又はその範盟主7確定するものとはいえjず， 1また，住民票コードの付
与が， f列えば，当該市町村の選挙人名簿に登録されるか否かをナ決定付ける特
定の住民の氏名等喜子住民票に記載する行為のように，何らかの法的効果と結
びついていると解すべき根拠もないjゆえ， 1本件行為は取j自訴訟の対象と
なる行政処分とは解されjず， 1本件訴えはその余の点について判断するま
でもなくいずれも不適法であるJとして訴えを却下する。
(2) 日目1i.2.23<識別[流通(コー ド')]/ (市)耳封書〉名 高金沢支判平成
1i年 2月23日(判タ 1198珍133交，ゴノ→ H-16.6.30(議翌日{流通(コー ド)】/(市)1船出)
i;r，L i治判)は，控訴を棄却する(1 'i務と問問。
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(3) 日間19.5.21(識耳目流通(コー ド)]/(市)取消〉大分地判平成四年5月
21日3)(Rex) は， ri主基ネットの利用可能な事務が平成 18年5月時点で 293
事務に上ることや，住民に住民票コードを付与することによって，その住民
の本人確認博報について， i主基ネット喜子通じ， その住民の住所のある市町村
以外の市町村の市町村長等も，その提供を受け，又はそれをナ利用することが
可能となることは事実であるが， これは， t主民票コードを付与すること白体
によって生じるものではなく，住基法の規定に従い，その住民の住所のある
市町村の市町村長が住民の本人確認情報を都道府県知事に通知するなどの所
定の手続が執られることに伴って生じるものであjり， r住民の生所のある
市i町村以外の市町村の市町村長等{こ対する本人確認['1育報の提供等について
は， i主基法の白的に沿うものとして定められた一定の事務の処理に関しての
み認められるのであるからJ，r利用可能事務の拡大が誼ちに住畏のプライパ
シーの権利等を畏害することになるとはいえないj という。かくして， r住
民に住民票コード守付与ーすることが，痕接その住民についての権利義務を形
成し又はその範隠を確定するものであると評価することはできず，原告の主
張は採用できないj とし，コード付与行為の行政処分性を否定して訴えを却
下する。
C このアブローチを支える思想、
(1 ) プライパシー権への弱いプラスのコミット
上記裁判例において，プライパシー権に積極的にコミットする記述は，見
られないc
(2) プライパシー権への強いマイナスのコミット(対抗利益へのコミット他)
(a) (識翌日流通])
(対住基ネットの目的は，住民の利便の増進と関及び地方公共捷体の行
政の合理化
日“17.2.23(識別【流通(コー ド)]/ (市)訳語〉名古屋高金沢支判は， i住民票
ヲ5
コード、営規定する法は，市町村Jrにおいて，住民の居住関係の公証，
人名簿の登録その他の住民に関する若手務の処理の基礎とするとともに往民の
住所に関する届出等の簡素化そj怒り，あわせて住民に関する記録の適正な管
理念図るため，住誌に関する記録を正確かつ統一的に行う住民基本台帳の鰐
度を定め， もって住民の利{更を増進するとともに，国及び地方公共団体の行
政の合理化に資することを目的とするものである(法 1条)。そして，上記
目的伝達成するために，法は，国及び都道府県は，市町村の住民の住所又は
世帯若しくは世帯主の変更及びこれらに伴う生民の権利又{主義務の異動その
他の住民としての池設の変更に関する市町村長Jrその他の市町村の執行機
関{こ対する痛出その他の行為JIがすべてーの行為により仔われ，かつ，生
民に寵する事務の処理がすべて住畏基本台帳に基づいて行われるように，
法制上その他必要な措霞念講じなければならず(法2条)，また，市町村
長も，常{こ， {主民基本台帳そ整備し住民に関する正確な記録が行われる
ように努めるとともに，住民に関する記録の管埋が適正に行われるように必
要な措置を講ずるよう努めなければならないものとされている(法3条 l
項)Jという o H-19.5.2l(議出{流通(コー ド)]/ UI1)取消〉大分地判も同旨c
H“16.6.30 <識翌日流通(コー ド)]/ (市)取消〉富山地判には， このような記述
は見られない。
(イ)住民票コードは 11桁の符号にすぎない
H-li.2.23 <識別{流通(コー ド)]/(市)取治〉名古屋高金沢支手Ijは， I氏名・
住所等の文字靖報のみによる本人確認を行う従来の方法では，氏名には異体
. f谷字等が多数存在し，その識別が揮めて鴎難であること，婚姻に伴う姓
の変更により冊居する親やその他の親族と間投開名になるなど，氏名・住所
等だけでは同一人物かどうか確認できないようなケースがあること，氏名・
住所等による検索処理念行う場合lこは，より多くのデータを扱うことになっ
て，システムに大きな負担がかかり，より多くの時障な必要とすることなど
の問題点があった。そこでJ，{主基ネット「において，迅速な検索処理を可
能にし，かつ，躍実な本人確認ができるようにするためにふ「日げたの数
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字からなる在員票コードを各住民に付L，これを利用することとしたもので
あjり， r住民票コードそれ自体は 111闘の数字を羅列したものにすぎないj
という。 H-19.5. 21 <識別{流通(コー ド)]/(市)取消〉大分地判も問旨。 H-16.
6.30 <識翌日流通(コード)]/(市)取消〉富山地判には，このような記述は見ら
れない。
(ウ) 住民票コード付与の前後で，住民のプライパシーの権利・利益状態
はかわらない
H-lI.2.23 <識翌日流通(コー ド)]/ (市)取詩〉名古屋高金沢支判は，控訴人
らの主張一一市町村長が住民に対して住民票コードミケ付与する行為により，
住民票コードに保る住民の本人臨認潜報が閲覧等可能状態となり，プライパ
シーの権利を霞接制課し又はその範囲を確定する一ーについて，
能状態となるのはj，r市荷村長が住民に対して住民票コードぞ付与する行為
をしたからではなし都道務探知事が本人穣認情報を国等の執行機関に提供
することによって生じん「市町村長が住民に対して{主民票コードな付与する
行為により産議生じたものということはできJず， rまた，同行為から生じ
る法的効果であるということもできないj，rそもそも，法は，住民票につい
て，何人でも，不当な目的による場合を除き， 1岳民票の記載事項の 1部(法
7条第 1号から 3号まで及び第 7号に掲げる事項)に採る写しの関覧をする
ことができるものとし(法 11条)，住民票記載事項のうち住民票コードの
記載をナ省略したものの写しの交付ぞ市町村長に求めることもできるものとし
ている(法 12条)のであるから，本人確認器報のうち岳民票コード以外の
{ま，市町村長が住民に対して住畏票コードミヲ付与する行為以前から，
法的には原間として第三者がその内容を知り得る状態に置かれていたも
のでj，r住民票コードjrそれ自体が当該住民票コードに係る往畏のプライ
パシー罷報に該当するものではないから，結局，市町村長が{主民に対して
住民票コードを付与する行為以後に生じたjr閲覧等可能状態により，同行
為前と比較して，当該住民のプライパシーの権利又は利益が定型的に
されてその行使が制限されている状態が生じているということもできないj
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という。 H-19.5.21(識別[}束通(コード)]/($)取消〉大分地判もほぼ同旨c
H-16.6.30 (識別[流通(コード)】/(市)取消〉富山地判には， このような記述
は見られない。
同住民基本台i慢はプライパシ一保護の観点から種々の措援を講じるも
のとしている
H“1i.2.23 (識別{流通(コー ド)]/ (市)取消〉名古屋高金沢支判は，控訴人
らの主張一一住基ネットには外部からの不正授入，行政機関内部における濫
用坊!と措置の欠如等による情報漏えいの危倹があるなどの点で憲法日条に
より保障されているプライパシー擦を侵害する…ーについて， ["その主張に
係る事情は， {主基ネット制度の安全性に対する措置の適否やその運用状況等
のいかんに係ることであって，もとより，市町村長が役民に対して住員票
コードを付与する行為により直接に生じる法的効果であるということはでき
ないから，同行為の『行政処分J該当殺を基礎付けるものではないj としつ
つ， ["?去においても，その第4主主の 2第4節に本人確認、情報の保護に関する
諸種の規定を置くほか，間前期J1条 2項において，この法律の施行に当
たっては，政府は， í'~'人情報の保護に万全を拐するため，速やかに，所要の
接担を講ずる旨定めて，プライパシ一保護の観点から節々の措置を講じるも
のとしているj という。 H-16.6. 30 (識別【流通(コー ド)]/ (市)取諮〉富山地
判，H-1i.2.23 (識別【流通(コー ド)]/ (市)取消〉名古屋高金沢支判には，こ
のような記述は見られないc
(3) 司法哲学
このアプローチは，かなり消極的な可法観念内在させている。
ひ このアブローチをめぐって
(1) (識別{流通(コー ド)]>
上記判例に対する個別のコメントは，筆者の見る限り見られない。
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注
1) iB'lrr!Jの伎民らによる市長lこ対する A5<イブの{主主主ネット訴訟c 原告らは，怒法
13 条(こよりプライパシ -t援が保~'~され， それは， 自分{こ関する情報をと他者(こ1m示す
る・しない及び利問・提供の可夜を自分で決める自己tJ報コントロー/レ様であると
主張する
2) これは，最 1'1者昭和 39年 10月29EI (民集 18巻8王子 180号変)によっている c 本
判決は引用しないが，次に扱う H-lI.2. 23 (識別[流通(コー ド'))i(Tiil取消〉名古屋
高会沢支:戸1]， H-19.5.21 (識別[流通(コード))í (rt1l取消〉大分地判はヒ記lf~ 1判o
ijlflする。
3) 別府市の住民による市長{こ対する八タイブの住基ネット訴訟c 潔告は，送法 13
条の主主める泰裕追求権(ま，プライパシ一後を認め，問権利{ま!司己情報コント口一/レ
f?i]を内包するという c
《消撞主義 I) 
αタイプ
ト1r法律上の保護/過失ありjアブ。ローチ
A 概要
これは，原告の主張一一問題となっている〔情報〕の開示は人の基本的権利
として尊重されなければならず，プライパシー権を侵害する………に対し，
j去には言及しないが，法律上の保護対象となり，公機器には過失ありとして
請求を認容するアプローチである c プライパシー権という諾は見られない
が，内実において，プライパシー権へのコミットはかなり強いように思われ
る。
8 裁判例
(1 ) ふ56.4.14<前科{開示]/鴎鰭)最 3判昭和 56年4月14日1)(民集 35巻
3号 620頁，うま→シ51.12.21(前科[掲示)/慰総〉火阪高半lJ) は，上告人の主張
「中京区長の屈答は少なくとも弁護士会との関係においては当然思答すべき
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ものであり，被上告人のプライパシ は違法性を誼却せられ正当性が与
えられるj に対し， r前科及び把界経歴Jrは人の 信用に註接にか
かわる事項であり，前科等のある者もこれをみだりに公開されないという法
律上の保護に値する利益営手ぎするのであって，市区町村長が，本来選挙資格
の調査のために作成保管する犯罪人名簿に記載されている前科等をみだりに
漏えいしではならないことはいうまでもなjし fその取扱いには格別の慎
重さが要求されるJ，r市区町村長が漫然と弁護士会の照会に応じ犯罪の種
軽重を関わず，前科等のすべてを報告することは，公権力の違法な行使
にあたjり， r原審の適法に確定した事実関係のもとにおいて，中京区長の
本件報告をナ過失による公権力の違法な行使にあたるとした原審の判断は，結
論において正当j として上告を棄却する
C このアプローチを支える思想
(1 ) プライバシー権へのかなり強いプラスのコミット
(a) <前科{開示])
的請求理由の説明が不十分
S-56. 4.14 <前科[開示]/間賠〉最 3'['0は， r本件においてJ，r京都弁護士会
が訴外Jr弁護士の申出により京都市伏見毘役所に照会し，同市中京豆長に
屈討された被上告人の前科等の照会文書には，照会合必要とする事由として
は，お縮会文書に添付言れていたJr弁護士の摂会申出舎に?中央労働委員
会，京都地方裁判所に提出するためJとあったにすぎなしづという。
(2) プライパシー権への弱いマイナスのコミット{対抗利益へのコミット他)
(a) <前科{開示J)
(対他に立証方法がないような場合には，報告することも許される場合
がある
S-56. 4.14 <前科{開示]/国賠〉最 3判は， r前科等の有無が訴訟等の重要
な争点となっていて，m豆町村長に照会して囲答{e得るのでなければ地に立
? ?? ??
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証方法がないような場合には，裁判所から前科等の際会を受けた市医町村長
は，これに応じて前科等につき回答をすることができるのであり，同様な場
合に弁護士法23条の 2に基づく照会に応じて報告することも許されないわ
けのものではないJという c
(3) 司法哲学
このアプローチは，かなり騒謹的なE立法観を内在させているといえる s
ひ このアプローチをめぐって
(1) <前科{開示])
S-56. 4.14 <前科{開示]/国賠)最3判は，市区町村長が漫然と弁護士会の
縮会に応じ，犯罪の器類，軽量を関わず，前科等のすべてをナ報告すること
は，公権力の違法な行{更にあたるとした。この判示について， I本判決は，
23条の 2の照会制度と前科に関する{[iI!j人の矯報を管理する官庁の
プライパシ一保護義務との調和点をどこに求めるべきかという問題につい
て，最高裁が最初の見解を示したものであり，弁護士照会のあり方，宮庁の
プライパシー管理のあり方についての重要な先例となるJ，Iまた，前科につ
き?みだりに公開されないという法律上の保護に値する利義j として，いわ
ゆるプライパシーにつき不法行為法上の保護を認めた最高裁判例としても意
を有するJ3)， I中京区長は，地方公務員として守秘義務-3:'課せられてお
札照会に採る前科・dE界壁が{混入の秘密事項であることは明自であるか
ら，ほかに秘密を漏えいし得る特段の理由もないので，報告を拒否すべき
務があったと認めるのが相当であり，これと間旨の本判決は，妥当な結論で
あるJ，Iこの判決は，報告義務のない場合の理Eお付け等に，やや難点、がある
けれども，弁護士会が行う報告詩求の限界について具体的に判訴したものと
して，実務上極めて重要な意義営手まするものというべきであり，弁護士会の
照会{牛数が増加の額向にあることでもあるから， この制度の利用のかぎをナ握
る日本弁護士連合会及び各地の弁護士会において，この制度の運用につい
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て，改めて検討が加えられ，不当な報告請求が行われないことが期待され
る戸， r最高裁判所はプライパシーが侵害されることがあってもなお報告す
べき場合として照会事項(本件では前科)の有無が訴訟等の重要な争点と
なっており，旦っその顛会による報告を?得るにあらずんば立証不可能な場合
には照会に対し報告の義務があることな明らかにした点で反対説はあるとし
ても判示は正当で、あるj5)等の好意的なコメントがある c
他方，刑訴法 197条， 279条，民訴法262条等の規定規定(前出一波 18)参
照)と「弁護士法23条の 2とはその表現とi趣旨において差別をつける余地は
なしただ弁護士法が弁護士会を介在ぢせてj照会することとしその行{吏に慎
重を期しているのみであるん f弁護士法に開条項を追加するに捺しては，刑
訴法 197条2項と同趣旨のものであることをナ期してこれに{放って立案された
綬過にある。そうであれば前3者との開を法令の規定による根拠の有無を
もって形式上区間し得ない関係にあるんまた，昨日旨のかかげる公共の福祉
による要請が擾先するか否かを判定することは抱々の事例に即して考えると
関めて国難であるふ「法令に顛会権が規定されているのであれば，当該照会
が概括的に公共の福祉による要議の優先を容認したものと解されj，r判旨に
しづ弁護士会の前科煎会ぞ市町村役場は担否すべきであるとして掲げている
理由だけではその結論を肯定するに足るものではないj という批判J6)，r23 
条の 2の効力を期待している弁護士会開としては非常に不幸な判決だという
ことがいえるん「この具体的事件ではむしろ労働委員会の構内， もしくは地
方裁判所の構内で前科~公表したものそ名誉鼓損なり何なりで訴えればいい
のであって，京都市役所を被告にして損害賠償請求ぞしたというのはj，r被
告を間違えていたのではなかろうかj，r京都市役所は弁護士法23条の 2に
よる縮会に対して，回答をする義務が公務所としてあるのだということを規
定したのがそもそも弁護士法23条の 2であって，京都市役所としては何の
過失もないj，r京都市役所が何の疑いもなく臣i答令したというのがむしろ自
然なのであって，それが他にプライパシーを{侵害するとか，名誉殴損される
とかいう用途に使われるごとは予想、されていないj，公表した場合には， r公
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表をしたほうを相手にして，損害賠償等を請求，あるいは名誉毅損罪による
刑事告訴ということが考えられるJilという批判， この批判を前提{こ， i最高
裁の判決は，毘や都道府県において g情報公開とプライパシーとの適却な読和
点を見出そうという真撃な努力が行われている時点で，プライパシーの権和
七靖報公器と真向から対立する視点にたって公認し，宮公署が情報を秘陵
する恰好の論拠を提供したものであり， [誘員にとって，非常に不幸な判
決JRJとする批判がある 3
その他， i前科情報はプライパシー固有'1吉報・センシティヴな儲人情報の
lつであり，公権力による狭義の開示・公開・公表が合憲となるためには，
内在的制約原理・他者加害阻止涼理に基づく正当fヒ事由を帯有していること
が要求されるJ，i本件多数意見・補足意見が示した基準向立科等の有無が訴
訟等の重要な争点となっていて，市豆町村長に照会して問答を得るのでなけ
れば地に立証方法がないような場合jに?必要最小限の範間に限ってj語科
目答しうるとの基準は，基本的にはこのような厳格な正当化事自について特
示したものと捉えることができょうjへ「本件では問題にされなかったが，
市長村長が法律の根拠もなしに通達により把罪人名簿合作成保管しているこ
と自体がプライパシーの権利の授寄にならないだろうかJ のコメントカミ
ある。
j主
1) 昭和 46;，仏京都市の中道工区長が.弁護士法 23条の 2(二基づく弁護士からの照会
{こ応じ， H立公の前科犯!Jli!蕊(道路交通法逮反 1犯，菜務 i二)f!Jフミ 1;j[!.，主 ffl
犯)がある授のi笠!答をしたc それにより， A社は，原俊の前科をど知ることとなち，
A社幹部らは，中央労働委rl会および京都地方主主'jolJlfrの構内空会で，線(!?の前科を摘
ぶしたほか， Jit fきがiI官?ヰミナ絡[t;'して入社したことをもって経緊詐称であるとし，予
備的解緩したごそこで原告は，前科をと気iられたくない権利はフライパシーの緩和jの
iiたるものであり，犯))1者名簿を作成保管し，使用することが許されるのは，公然
選挙法上の選挙権，被選挙tfg資格の昔話室主，判断の笥約だけであって，中京区長のし
た本件報告はプライパシーを途i去に侵害するものであるとし，五(者li$にMし領容賠
償とおmi文の交付i"'諮求ずる訴訟そ提起したコこれに対し被告号京都市は，弁護士
会のl!il会権は，基本的人権を擁護し役会正義を実現するための手段として認められ
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たものであって，高度の公共性をちーし， この公共伎は前科に!主iする{隠人のプライパ
シーに俊先するから，オミ('1二村i後lこはi準法i生はなく，また，守秘義務のある京都弁護
士会{こ対する本件毅告が!51告の予俗的解艇に手当mされることは，中Jf{[豆長の予}'i!.il退
問タトのことであると反論した 1祭，京都地'1'1日昭和50{J: 9 FJ25日(判H寺819号 6守
支)(立ー殺に，市民が前科，犯絞 It:他人;こ:);nられたくない権利金有することは被
告も認めているところであり，被告の中京区長が必!}，g以 i二{こ原告の前科，犯援をブ他
人{こ殺をきすることが主主告の信用，プライパシーを侵害するものであることを気lらな
かったとはいえないが。悶区j乏{立本件!¥司会が公約機関である弁護士会からの法律{こ
もとづく照会であり，かっ‘その照会要求lニ5中央労働委員会，京都泡方裁判Jifrに
提出するためJ必主主とあったのでふ fこの文語iよりしてこの級会が不法不当な臼fl'J
lこ供されるとか必要以1:-.(こ市民のプライパシーをと侵す目的にf到しされるものと焼却さ
ず，真災の発見又はlElil去を期するために要求されるのだと考えても然怒から bなとこ
ろであるからその姿求~拒むことに当然疋当な ~lj: FI1があち， これをJBまなかったこ
とに故窓又は過失があったとみることはできないJとして原告の議求を還さ却したε
原告は， 1 '{祭では，プライパシーを慾法的権利として主張していないので，本文で
は扱わないが，後述のように， 22きでは，総人の蒸本的人権だと主張している c
わ なお， gr務長liJ主怒Ji!.ま， f他人{こ知られたくない個人のi吉報は，それがたとえ真実
に合致するものであっても， そのおーのプライパシーとして法律上の保護を受U'，こ
れをとみだりに公開することは許されず，違法に他人のプライパシーを役答すること
は不法行為を構成するJ，i)liJ臥医i又:立地方公共f遺体の保管する情報について，そ
れぞ広〈公開することに対する姿オともつよまってきている。 しかし， このことも倒
人のプライパシーの重要性会減退せしめるものではなしfI，¥j人の秘筏{こ属する情報
を保管する機関には，プライパシーを役~!-Jしないよう約翌日;こ 'Il'[ffiな配慮が求められ
るJ，i:.<J;:i'Iで問題とされた前科等は， i密人のプライパシーのうちでも最も他人に匁]
られたくないものの 1つであり，それに関する俗報への接近全きわめて僚懇iなもの
とし，その秘'flの保護がはかられているのもそのためである c もとよち前科書事も完
全{こ秘廃されるものではなしそれを公開する必要の生ずることもあちうるが，公
闘が許されるためには，裁判のために公開される場合であっても，その公聞が公正
な裁判の災現のために必須のものであり， ~也(こ代わるべき立託手段がないときなと
のように，ブライパシーに後越する利主主が存夜するのでなければならず， その場合
でも必喜普段小限の範閲に限って公湖しうるにとどまるJ，rこのように考えると，人
の前科号事の情報全保管'する機関には， その秘?をの保持につきとくに厳格なi主怠義務
が認せられているj という。 伊藤在住足窓!'i!.におL、ても，慾法 13条とのリンク{立見ら
れないが，プライパシーが個人の「情報j と捉えられている点が浅尽される。
3) 平自治・習時3i巻9号225頁(1985)，もっとも， I湾コメントは， i争点とされて
いた特定の?お科及び犯罪緩燈の有無に限って照会され， これに限って報告されてい
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たならば，本i't二のような問題は生じなかったのではないかん「判決の玉工場からすれ
ば，市町村長は今弁慈会会からの前科照会{こf，t;じてよい均台があるとはいっても.
これに応じるためには[=!_.体的(ことの前科寺子の有終が訴訟等においてどのような主主
味合もつ争点となっているのか警当該訴訟にとってその誌が不可欠のものなの
か‘{也;こJL託方法はないのか等を審資しなければならない義務を会うことになふ
これらの点、がお該弁護士会ないし照会の取出をした弁護士によって十分明白にされ
ない限弘報告に応じるべきではないということになjち， fその報告を得ることは
率災 k極めて図imtなものとなることが予怨されるj という。 22ヲl'10
4) 山下・ liiJU:I-i主18)61資c その他， f京都弁護士会としては，照会ぞ求める.f1lIEfl
を絞しくそさまましたうえで，必要最小限のものについて怨lおをつけて照会を発するな
ふ般会計1諮{こ応じないなどの対応がとられるべきであったふ「いかなる紛争の展
IJ討と争点との関係で何がなぜ必姿かについての京都弁護士会と…弁護士とのやちと
らの形跡はみられないし，弁護会会の!被会主?のやに報告'I:'求める怒泌が十分に開示
されてもいない2 つまり.弁護士会内部の答査体i泌が 1-分でないし(ft諮弁護士と
弁護士会との任分担もはっきりしない)，報告をゴとめる総子方への記怒 裕子方
との償額関係の音寺築の姿勢…ーも欠けている c弁護士会のH誌の)!iiffJのあり方とし
ては，照会iliIJ伎は，司法における真実の発見と公正な判断{こを寄与することをァ日約と
する公共約佳絡を有するj というたくeいの憶に浮いたような発Xt¥ではなく，端的に
5当事者の利益追求のための弁護士による資料収集方法であることぞ自覚したうえ
で，いか{こすれば過不足なしまた?おそf-tJとの{言論1関係を保ちながらその目的ぞ透
することができるかを， もっと柔軟かつ謙虚;こ考えるべきj というコメントがあ
る。チιf二lE三・井上i台奥・別冊ジュリ 115号 295頁 (19ヲ2)。
日間之ヒ虎!Lffi・ 'flJタ4i2号2241'空(1982)。
6) 綴原fぷ努・ 3向~f 222考(判i待853.~ま) 146 N (197iL 
i) l¥与談「各校・プライパシーの新判例jジ、ユリ 744号 21玄(1981)以下の内回刻弘
弁護士の発言。
8) 王子松毅・ジュリ際機 768.iY1ヲ頁 (1982)0
9) 竹中野~ . 7J1Jfitジュワ 186~子 45 l'1 (2007)。
10) 石村修・別総ジュリ 154手子45頁 (2000)，
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β タイプ
付 「法的保護の対象/情報の内容・性鷲(秘匿性弱)と
公益の必要性との衡量」アプローチ
A 概婆
これは，被告による〔靖報〕の扱いが，憲法 13条の保障するプライパシー
権を侵害するとの原告の主張に対し，プライパシー権が憲法上の権利である
かについて明確に述べないか不明確な表現をし(この点において，主主j去料院rに入
らないアア乞ローチと捉える)，当該〔情報〕は法的保護の対象となるとしつつ， し
かし，秘匿性が弱いとした上で，公益の必要性と傑量し，原告の主張を斥け
るアプローチである。プライパシー権へのコミットは弱く，他方，プライパ
シー権へのマイナスのコミットは強いっ
B 裁判例
(1) H-16.2.2i <識別[流通]/(市)閤賠〉大絞地判王子成 16年 2月2i日1)
(判H寺185i~ま 921宣誓 三→ H-18.11.30(議日目[1来週】/(市)渓1:・濁J!l'f>大阪商判~ 1-1-
20.3.6 (滋翌日[流通]/UliHlt.Jl二・If¥]l!i'i) ぷ1'1'リ)は， 11桁の住民票コードを割り振
り，同コード営住民票に記載し住基ネットに接続したことは人格権を侵害
するとの原告の主張合斥ける c 原告が侵容されたと主張する，公権力から監
説されない権利， !当己{吉報コントロー ノレ権，玉JZ穏生i否権が憲法 13条の保障
する権利であるかについては答えないが，電子計算機等に保存される本人確
認('1吉報は，法的保護の対象とはなるとしづ。しかし，他方，問題とされてい
る氏名，出生の年月日，男女の民及び住所の信報は， i程、置されるべき必要
性が必ずしも高いものということはできない」とし，ついで，住基ネットは，
「地方公共団体の共同のシステムとして，住民基本台帳のネットワーク化を
i玄IiJ，特定の情報の共有により，全国的に特定の個人情報の確認ができる仕
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組みを構築し，市町村の区域喜子越えて住民基本台帳に関する事務処理ぞ行う
ものであ」り， r当該在民の住民票守備える市町村以外の行政機関等が，そ
の事務処理の範閣内において，本人で‘あるか否かを確認するため，氏名，出
生の年月日，男女の腿，住所及び住民票コードを利用する必要性は，相
度に認められj，rこのような住慕ネットにおいて市荷村に設置された
に保存される本人確認情報の内容・性質と，公益の必要性とを顛らし
合わせてみるとj，i本人磯認情報が，被告らの市長によって{主基ネットに接
続され，大阪府知事の使用に保る電子計算機に送信され，保存されたことを
もって，原告らのプライパシーに探る法的利益が車ちに侵害されたとみるこ
とはできない」とする。さらに，目的外能用の有無， {主基ネットの安全性，
本人確認情報の詐正等について換討し，住基ネット接続により， i原告らの
権利，法的利益が投書がされたとは認められないj として棄却する c
(2) H-17.5.31(識別{流通】!(県)差1:.国賠， (センター )差止， (国)国語)
名古屋地判平成 17年 5月31日1)('l-iJタ 1194号 108支)は， {主基ネットは，仔
政が，国民を番号で扱う点において，原告らの人格権を投書するという原告
の主張を斥ける。そして，自己情報コントローノレ?援を侵害するという主張に
ついては， rプライバシー権として認められるか否かは別としてもj と不明
確な表現をしつつ，自己i吉報伝みだりに収集，開示されないという駿度での
法的利益は認められるとする。そして， 4情報の秘匿性は高くないとし，
f住基ネットにより本人確認情報を利用する必要性は認められj，rこのよう
な住基ネットの必要性にかんがみれば，原告らの本人確認情報，氏名のふり
がな及び住基カードの情報について，靖報のみだりな収集，開示が行われて
いるとはいえず，これをもって原告らの権利ないし法的利益が違法に侵害さ
れたということはできないj という c プライパシー権侵害の危険についても
喜子定し，公権力による缶詰的管理からの自由が投書されているとの主張も斥
け， r往基ネットによって原告らの権利ないし法的利益が授害され又はその
危険があるとは認められない」として棄却する。
lOi 
C このアプローチを支える思想
(1) プライパシー権への弱いプラスのコミット
(a) <識翌日流通])
的 自己情報コントローノレ擦は，憲法との権利ではないが，本人確認d情
報がみだりに収集，開示されないという限度で法的利益は認められ
る
Hω16.2.27 <識別{流通]/(市)関賠〉大阪地判は， r住基ネットにおいて，
市町村に設霞された電子計算機等に保存される本人確認靖報は，t主員票記載
の毒事項のすべてではなしこのうち，氏名，出生の年月臼，男女の別，住所
及び住民票コード並びにその変更に関する情報に限定されているJ，rこれら
限定された傭人情報で、あっても，みだりにこれを開示されたくないと考える
のは自然なことであり，そのことへの期待は保護されるべきであるから，原
告ら主張のごとき権利性を認めるか吾かはともかく，原告らのプライパシー
に係る清報として法的保護の対象にはなるj という。 H-17.5.31<識別{流
通]/(県)差1:.盟結， (センター )差止， (器)閤賠〉名古屋地判は， r原告らが
主張するような自己{吉報伝コントローノレする権利がプライパシー権として認
められるか否かは別としても，本人確認情報や氏名の読み方等についても，
これをみだりに収集，開示されたくないと考えるのは自然なことであり，そ
のことへの期待は保護されるべきであるから，これをみだりに収集，開示さ
れないという限度での法的利益は認められるj とする。
(2) プライパシー権への強いマイナスのコミット(対抗利益へのコミット他)
(a) <識別{流通])
(ア) {主基ネットにより本人確認情報営利用する必要性は認められる
H-16.2.27 (識問【流通]/(市)盟賠〉大阪地半日は， {主義ネットは， r地方公
共団体の共向のシステムとして，往民基本台l阪のネットワーク化をa?Ji) ，特
定の情報の共有{こより，全盟的に特定の個人情報の確認ができる仕組みを構
築し，市町村の区域全越えて住民基本台帳に関する事務処理を行うものであ
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るc したがって，当該住民の住民票を備える市町村以外の行政機関等が，そ
の事務処理の範関内において，本人であるか否かを確認するため，氏名，
出生の年月日，男女の部，住所及び{主員票コード喜子利用する必要性は，相当
程度に認められるj という o H-17. 5. 31 <識別{流通]/(県)差11:.国賠， (セン
ター 〉差止， (国)国賠〉名古崖地判もi湾旨。
{イ) 本人確認、情報は秘蛮性が高い箔報とはいえない
H-16. 2. 27 (識問{流通]/(市)溜諾〉大阪地特は， i {主民票の記載事項のう
ち， f毛名，出生の年月日，男女の関及び住所は，請求事由主ナ明らかにすれ
ば，不当な毘的によることが明らかな場合等でない怒り，何人で、も関覧しう
る事項であり(生基法 11条)，また，これらの事項を記絞した住民票の写し
は， [湾様の手続で，何人でも交f1~詩求できるものである(生基法 12
条)J， iこれらの個人情報は， {主民票の砲の記載事項に比べて秘、援されるべ
き必要性が必ずしも高いものということはできないj とする叱
(ウ)住民票コードは，人格権・氏名権を授害しない
H-16. 2. 27 (識別n束通]/(市)国語〉大阪地判は， i {主民票コード自体は，
無作為に作成された数字で、あるから，住民票コードの数字そのものからは，
氏名，住所，男女の別，生年月日等の儒人靖幸誌が推知されるものではない。
また， i主員票コードは，市街I村長に対する変更請求により，いつでも何度で
も変更できるものであり，いったん市町村長から振り当てられると，振り当
てられた者が，一生，間定的に，その住民票コードそ使用し続げなければな
らないものでもない。さらに，行設機関からの住民に対する呼称に，氏名等
ではなし住民票コードの数字が用いられるというものでもないJとし，
「原告らが，生民票コードをおjり捺られたことにより，原告らの人格権，あ
るいは何らかの人格的利益が授筈されたとは認められない」という
同公権力による包括的管理からの自由は使書されていない
H-17.5.31(識別{流通]/(県)差L1:.器賠， (センター )差止， (国)国籍〉名古屋
地判は，公権力による包括的管理からの自由が浸害されているとの原告の主
張について， i原告ら主張の権和はその異体的内容自体が明らかでない上，
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し住民票コードが説り振られたことにより公権力による関民個人の情報の
一元的管理が可能となるものでもないので，これによって，原告らが何らか
の権利ないし法的利益を侵害されたものとは認められないj とする。
(対 住基ネットには個人i育報保護措置が講じられ，安全で，プライパ
シー権授害の危険は認められない
日目16.2.27(識別{流通]/(市)国賠〉大阪地判は，原告らの主張一一住基
ネットには，ハッカ一等による外部から侵入される危険性，運用関係者によ
る情報漏洩等の危険性，セキュリティ対策の不整備などがあり，本人確認情
報の流出の危険性がある に対し，住基法における基本的な情報保護措置
(一注 19)参照)の他，様々な措置町二言及し， ["住基ネットの施行に伴い，本
人確認情報保護のため，撞々の措置が講じられており，住基ネットが，本人
確認という目的以外に箆用されたり偶人のプライパシーに係る法的利益に対
する侵祭主子容易に引き起こすような危険なシステムとは認められないJとい
う。 H-17.5.31(識別{流通]/(県)差止・国賠， (センター )差1上， (閤)国賠〉名古
屋地判も問旨c
同 目的外使用の事実はない
H-16. 2. 27 (識別{流通】/(市)国賠〉大寂地判は，本人確認情報は， ["原告ら
の氏名，出生の年月日，男女の別，住所及び住民票コードが，被告らの各市
長及びその他の執行機関によって，目的外使用されたり，被告らの各市長
が，他の者に目的外使用させた事実をうかがわせる証拠はなし、」という。
何本人確認情報の訂正は可能
H-16. 2. 27 <識別{流通]/(市)留賠〉大阪地判は，涼告らの主張一一住基ネッ
トに接続されることにより，原告らの本人確認情報がコントローノレできなく
なり，訂正，削誌が困難になる一一について， ["{主基法は，何人も，都道府
県知事又は指定清報処理機器に対し，住基法 30条の 5第 3項， 30条の 1
第3項により磁気ディスクに記載されている自己の本人確認情報について，
その開示J["を請求することができ，都道府県知事又は指定情報処理機関
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は，上記詩求に対し，本人確認、埼報につき開示しなければならない(住義法
30条の 37) し，開示そ受けた者が，本人確認情報につき，その内容の全部
又は一部の訂正，追加又は郎除の申出があったときは，都道府県知事又は指
定情報処理機関は，選滞なく謂査喜子行い，その結果営通知しなければならな
い(住義法 30条の 40) と規定しており，住民からの本人確認情報の開示，
言の中出を認めているj という。
(3) 司法哲学
このアプローチは， i自彊的な司法観を内在させている。
ひ このアブローチをめぐって
(1) <識百円流通])
H-16.2.27 <識翌日流通]/(市)盟賠〉大阪地判は，住基ネットに関する初め
ての判決であり，プライパシー権について， r原告ら主張のごとき権利性喜子
認めるか密かはともかく，原告らのプライパシーに採る靖報として法的保護
の対象にはなるj とした。この点、， i原告主張の各権手せがプライパシー権の
として憲法上保証し得る具体的な権利といい得るかについては，必ずし
も明確で、あるとはいえない。されど，その住民の持つ不安感については，政
策的に尊重されなければならないものであるん f行政はかように要請される
喜子踏まえ，更なるシステム安全性構築や条備委任事項の再検討などの努
力合続けるべきではなかろうかJ6iとのコメントのほか， rそもそも住基ネッ
トへの本人篠認情報の提供について本人の向意権，選択権は認められておら
ず，情報取扱者の利用目的，利用実態について本人に告知されるシステムも
ていない。自己靖報の開示・訂正等請求権についても，例えば訂正の申
出に対して遅滞なく議査し，結果営通知する器規定するのみで，権利として
の実質を欠いているj とし， {主基ネットの f様々な構造的欠諮J~指摘する
とともに， i外延情報を扱う改正住基i去の違憲審査に『重要な政府利益を確
保するために必要最小限度の手段Jかどうかの基携の適用が求められるが，
111 
「本判決にかかる精査の痕跡は認められないjilとの批判，本判決が，原告ら
のプライパシーに係る矯報として法的保護の対象にはなるとした点につい
て，学生の学籍番号，氏名，住所および電話番号の 4情報伝 fプライパシー
に係る情報j として法的保護セ認めた最 2 判平成 15 年 9 月 12 日(氏M~ 5i在、8
号 9iH空，学稲悶大学江沢民講演会名簿事件)!こ従ったことを指摘し，結論として
間判決がプライパシー権侵害を認めたのに対し，本判決がプライパシー
を認めなかった点について， r {主基ネットは，本人の関与がないまま，全国
で本人確認靖報を閲覧利用できるようにするもので，個人情報が利用される
可能性を飛躍的に増大させるものであって，従来自己の居住する市区町村で
の情報提供に限定されてきた住民基本合i援の関覧制度とはプライパシー性が
質的に奥なってくるはずである c 近時の個人情報保護に関する市員意識の高
まり，これを受けた住民碁本台i援の関覧制限の動きからすれば，従来の住民
轄の関覧制度を過度に強調し，秘壁の必要性が低いと苦い切った本判
決は形式的に過ぎる jS)という批判，向じく最 2判平成 15年 9月12Bに
L，罰判決の多数意見が「自己情報のコントローノレ権Jとしての位寵づけを
意識したのに対し， r本件判決が， w本人確認情報の内容・性質と，公誌の必
要性とをナ照らし合わせ3ることそもってプライパシー権の成立を7否定する絞
拠として十分と考えた際には，プライパシー権の内容と性質につき，最高裁
判決{こ示された理解の深イヒに大きく遅れを了取っているj9)という批判がある c
注
1) 設中ftT， fCfiIIT!i， '火i沼市，火絞Tfi，守LIT!i，泉佐野fIi，東大阪市，八尾市家住の
住民による Bタイプの徒主Eネット訴訟は告掲-;'t21)参照)c 原告らは， i主基ネッ
ト{こより淑告らの日現人情報{e収集‘管潔又は季初jすることによち，怒法 13条の保滋
する人総権侵答，公権力から室長視されない権利、 t=l己情報コントロー ル権‘王子穏1:
活権が侵害されたという。2?きにおいて，市{こ対する笈d二議オミが追加された。
2) 愛知県住民による Cタイプの干主主主ネット訴訟(前掲一注 21)参照)， ))j¥告らは，
iHまネット{ま，慾法 13条の{采隠する原告ー らの人格権， プライパシ-rfi，公権力によ
る包話的営環からの良由を{段i!;:いあるいは侵努する危険性:{f>1ぎすると主張する c
3) H-1i.5.31 (識別{流通]/(採)主主止・溺熔‘(センター )主主1:，(国)国務)名台墜地利は，
41\~幸lZr (こついては，従前から何人も閲覧や交付ぞ求めることが可能でありJ，rこれ
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らの情報については，秘i愛されるべき必姿性が必ずしも潟いものということはでき
ず，氏名のふりがなについても，氏名と14;綾な関わちを持ちこれと…体をなすもの
と考えられるから，同様であるむまた.住主主カート、の情報についても，私生活と
さZ妥なものとは認められず，秘澄されるべき必要性がおい箭報と{れ、えなしづとい
7っ
4) H-li.5.31 <識別{流通]!(然)笈沈.fiIJf吉， (センター )主主1:，(国)国際〉名古屋地利{ふ
f住民言語コード{ふ住民禁の言以来事項!こすぎずー行政機関からの住民{こ対するI乎私;と
して.氏名等{こ代わり住民主きコードの数学が)むいられるという性質のものではな
いコまた，今日においては‘膨大な治幸託金幸子潔するi更1Ll:.情報整琢のための番号
等を用いて偶人ごとの情報'e管理することは， 日常生活の芯まざまな場面において
巡常{二行われていることである。したがって，住民禁コードの溺当て，ぬるいはそ
の使用により，原告らの人程号機あるいは侭らかの人格的手当主主が佼設されたものとは
認められないj というひ
の その{乱指定情報処潔機関lふ総務大白による役良の選{壬等の認可，終任命令
(住慈法 30条の 16)，本人li{t1認情報管理規裂の認可(伎慕法30条の 18)，繁栄言十極i
号事の認可(住装法30条の iヲ)， yi完督命令({t;!去法 30条の 22言n 互交)‘毅をき及びJL‘
入後交(住基法30条の 231Jr 1頃)，指定の取消し({主Jさ法30灸の 25)等による監
督:こ服するほか.委任都道府県知事による指泳(住装法 30条の 22第 2項)，ョヱ入検
査({主:選法 30条0)23 言~ 2 .fi~)等の 52督も可能であること，本人総認、情報の保護(こ
筏iする事項等を議室主審議するため，指定情報処滋機関lこは，ヰζ人目安認、情報保護委員
会が設絞され(伎J違法 30条の 15)，都道府終{こは，本人磯認絞殺の保護lこ認する主義
議会が設援されている(住基法 30条の 9) ニと，本人磁認情報の提供をと受ける行政
機関の総i羽や利用iヨ約'e法律で授定し，これを限定している(伎基法30条の 6，30 
条の 7詩33双ないし主s6項， 30条の 8及び別表)こと，さらに，法律(こ基づき本人
終認情報の提供を受ける受領者?におJし，目的外の利用又は従供'e禁止する ({il正法
30条の 34) とともに，都道府県安日系及び指定情報処濯機関に対し法律の規定によ
らない本人確認、情報の利?な及び疑供喜子禁止している({主主主法30条の 30) こと，行
政機関以外の者が伎災祭コード令利用することを禁止していること，契約に際し住
民3iコードの告主nを主主求したり，住民票コードの記録されたデータベースであっ
て，当該住民主zjコードの記録されたデータベース{こ記録された情報が{告に提供され
ることが予定されているものを楼成した場合，都道府県宝1家{立中1ニ勧告まや中止命令
を行うことができ，都道府県知事の中止命令lこ途反した者以， 1年以下の懲役又は
50万円以下の罰金が終せられる({主主主法 30条の 43，44条)こと，行政機際が住民
票コードぞ利用する場合も， El約外利用の禁止， i告知袈求総i浪芸号;の規定によち利m
が雪道線されていること (30条の 42，30条の 43)号事に言及する
6) 酒井交i多・自wf81巻8号 129N (2005)令
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i) 松田浩・法セミ 60号 114玄 (2004)。
8) 牧回1M]一朗・法i待i8巻 81'子9i][(2006)。
9) 閲原博史・受怒~ 644号 9頁 (2004)っ河コメントは，自己情報コントローノレとい
う緩点を入れることなくしては，自らの手伝離れた自己情報会他殺が勝手に利用し
ているやで人格的生妻子会確保することは凶難であるJ，i本人確認情報の保存に対す
る本件判決の評舗のすきは， {:ì: ti~ネットへの後続がflgj人情報を{告の行政機関等に利
用させる点、の不十分な意識化にJさつしそニから生じる最大の欠洛部分として，判
決は，目的外利F誌の論点{こっき，けλ人確認、情報の提供を受ける行政機関の範潤や利
用呂約をと法律で規定j していることをもってプライパシー権への侵若手を否定する線
拠とした。自己情報のコントロール可能伎が間われていることを考えれば，法律で
利用範留守決めていても，係の正当化絞拠ともならないo ~間々の利用日約 l つひと
つが必要か，本人の同意が不安かどうかをナ見F読める姿勢が必要だったはずである c
同様に，誤ったι情報の訂正請求(こ隠する法律の不備に対しても判断がおざなりの感
念免れない。法律上，都道府県知事lこ対して訂正・追加の市t討を行うことが認めら
れているとしても，権利としての訂正諮求権が認められていないことは，自己'/J'f'?長
コントローlレ綴{こ関わる法制度として著しく適正を欠く。そうした視点は判決には
ない。結局は， tm論の出だしで機利伎の問題~矧上げし，その様にプライパシーの
権利が何のためのものかに触れずにすませたことが，最後までたたる結巣となっ
たj と強〈批'i'lJする
。r法的保護の対象/秘匿性弱/行政自的の正当性・
必要性/手段の合理性」アプローチ
A 概要
これは，被告による〔倍幸町の扱いが憲法 13条の保障するプライノミシー権
を授害するとの原告の主張に対し，プライパシー権が憲法上の権利であるこ
とを否定するが，掴人の私生活上の王子語、は法的保護の対象となるとしつつ，
問題となっている['j官報〕は秘匿性が弱いとし，また，行政目的の正当性・必
要性，手段の合理性を肯定して，原告の主張を斥けるアプローチである。プ
ライパシー権が憲法上の権利であることそ否定した点で、憲法判期に入るアブ
ローチともいえるが，その内実は，憲法判断に入らないアプローチと間貿と
思われ，ここに類別する。プライパシー権へのコミットは弱しプライパ
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シー権へのマイナスのコミットは強い。
8 裁判例
(1 ) 日-19.2.16(識問{流通]/(県)禁止・掴賠， (センター )差1二， (鼠)関賠〉
さいたま地半日平成四年2月 16日1)は，原告らの差止め詰求一一{主基ネット
の稼働，運用により，本人確認情報は，原告らの悶意なし原告らが居住す
る市町村以外の行政機関等に通知，提供することができる状態に置かれ，原
告らの自己情報コントローノレ権は浸害された について，自己靖報コント
ロー/レ権が憲法上の権利であることを否定するが，儲人の私生活上の情報が
みだりに開示されてはならないという人格的利読は，法的保護に値するとい
う。しかし， Iそもそもこのようなプライパシーに係る情報には様々なもの
があり，当該情報の内答，長窪の態議等によって，保護の必要性も異なるも
のといえるから，どのような範囲の情報について， どのような行為がされた
ならば個人の人格的利益が侵害されたとみるかについては，個別に， '1吉報の
内容，浸害の態様，損害の性質等をみて判断すべきj というっそして，本件二
で開題になっている本人確認靖報は， Iこれが一体のものとして第三者に関
されるときは，昭人が特定され，その結果，偲人の私生活上の平揺が害さ
れるおそれが生jじ， Iプライパシーに係る情報に当たり，法的保護に値す
るJとするが，秘法性が f高いものではなJ<. Iこのような本人確認靖報
の性質{こ照らすと，本人議認情報は， これを開示することが結対に許されな
い性質の情報であると解することはできず，一定の制約の下にこれを利用
し，開示することも許されん「本人確認情報が，撞々の行政事務を効率的に
進めるための必要不可欠なものであり， しかもそれにより多大な社会的利益
がもたらされるものであることに照らすと，たとえ行政機関が，これを本人
の時窓なくして{訟の行政機関等に掲示したとしても，それが行政自的実環の
ため正当な呂的に出たもので開示の必要性があち， しかも開示の手段として
合理性があるときは，違法なプライパシー授害にはさ当たらないj という。そ
して，極々検討し「住基ネットには正当な自的及びい必要性があり，行政
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日的達成のための手段としても合理性があるJIから，被告らが住基ネット
を稼働，運用したことが，原告らのプライパシーを違法に畏害したことには
当たらjず， I原告らの差止請求は理由がないj と結論する。さらに，原告
らの本人確認情報に係る人格的利益の侵害が現に移在しないとしても，その
危険性があるとする予訪的な差止請求入氏名権に基づく琵止請求，公権力
によって包話的に管理されない自自に基づく差止め請求も斥ける c さらに，
所要の措置を講ずることなし住基ネットの運用合開始したことを違法とす
る国賠請求についても， I改正法貯則 1条 1項及び同条第 2項の定めによれ
ば，政府は， w所要の措置Jを講じたか否かにかかわらず，改正法公布の尽
から 3年以内に改正j去を施行することが義務付けられていたと解されるとこ
ろ，政府は，改正法的郎 l条 1項に従って政令で改正法の施行告を定め，改
正法念施行したものであり，この点、についても罰賠法上の違法な行為である
とはいえないj として棄却する c
C このアプローチを支える思想
(1 ) プライパシー権への弱いプラスのコミット
(a) <識部[流通])
的憲法ヒの権利としての自己情報コントローノレ揺は認められないが，
他人に知られたくないと感じる個人の私生活A上の靖報がみだりに開
示されではならないという人格的利益は，法的保護に値する
H-19. 2.16 (識加{流通]/(採)主主Lr二・国賠， (センタ一)差11::，一
ま地判{はま， I高度情報化社会の発展により，個人情報が私的にも公的にも利
用される頻度が拡大している今日，個人'情報保護の見地から，プライパシー
権を発援させた形での自己情報コントローノレ権なるものを認める必要性が高
くなっていることは当裁特所も否定するものではないJが， I原告らのいう
自己情報コントローノレ権なるものは，未だこれが認められる範囲，権利の内
容等について不確定な嬰素が多しこれをケ誼ちに憲法 13条に基づく権利と
して認めることは邸難であjり， I自己情報コントローノレ権の侵害を理由
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に， {主基ネットの運用の差止めを求める臨告らの謡求は理由がないJとする
が， r 1也人に知られたくないと感じる鶴人の私生活上の情報(プライパシー
に係る情報)がみだりに開示されてはならないという人格的利益は，実定法
上の明文の根拠がないとしても，法的保護に{践し，これをみだりに掲示する
ことは，間人の人格的利設を違法に箆害したものとして，損害賠績の対象と
なり， しかも，その侵害が重大であり，それにより自復関難な摂寄が生じる
と認められるときは，侵害の差止めも認められるJ，r本件で問題になってい
る本人確認情報は， r個人の氏名，出生の年月日，男女の別，住所Jの4情
報と，住民票コード及びこれらの変更情報であって，特にこれが一体のもの
として第三者に開示されるときは，個人が詩定され，その結果，個人の私生
活上の王子認が害されるおそれが生ずるj とし，ある軽度，プライパシー権に
コミットする c
(2) プライパシー権への強いマイナスのコミット
(a) (識別[流通])
例行政サービスの向上，行政事務の効率化，住民の箆益のi匂上を留る
住基ネットの目的は正当であり，そのシステムは，行政話的実現の
ために必要
日時19.2.16(識翌日流通]/(県)惹11::/国籍， (センター ) (国)国賠〉さいた
ま地判は， r i主基法の改正が検討されていた平成8年ころ，コンピュータ技
術の発展に伴い高度に情報fとされた社会状況をヲ踏まえて，行政機関において
も，民間部門と開設に情報通告技術を活用し，全図的な住民の移動や交流の
実態に合わせて的確かつ効率的に行政サービスそ提供すべし市町村や都道
府県の広域を越えた本人確認システムが必要とされていた。改正法は，平成
11年， こうした状況をヶ踏まえて，既に全国的に電算化が進んで、いた住民基
本合艇をネットワークで接続して全国的な本人確認システムを構築し，行政
サービスの向上及び行政事務の効率イヒぞ圏ることな自的として制定された。
住基ネットは，このようにして構築された本人確認システムであるJとい
llI 
う。そして， r住基ネットの導入により， (1]パスポートの交付申請等，行政
機関等への中語や届出~行う際，住民票の写しの提出が不要となり， (2J各
積年金の受給に係る現況届や，患給の受給に係る市町村長の証明印を受けた
受給権調査申立書の提出が不要となり，かつ，支給の都度，本人確認ができ
るようになり， (3J住基カードの交付を受けている者は，住所地の市町村長
以外の市町村長に対し，住員票の写しの交付な請求できるようになった(住
基法 12条の 2)。また，転入・転出の|援に好記転出届を行った場合は，転入
宿の際，転出証明書を添付することが不要となる(住基法 24条の 2)等，
一定の行政事務の効率化が実現した」という
十i) 本人確認情報は，秘匿!生が弱い
日 19.2.16(識別{流通]/(県)差11:/国賠， (センター )差止， (留)留賠)さいた
ま地判は， r本人確認情報それ自体は，個人の私生活や人格，思想，信条，
良心等仮人の内心に底接かかわる情報ではなく，秘匿されるべき必要性が必
ずしも高いものではないん「本人確認4情報が， f匝1人が社会生活を行う上で
の基本的な情報として，改正法施行前から住民に届出義務があるものとされ
(佐基法3条3項)，住民基本台|阪に記載されて涼刻として何人も閲覧可能な
状態に龍かれていたことJrからも窺い知ることができる。また， 4'情報につ
いて，住基法 l条が， w住民の局生関係の公証，選挙人名簿の登録その他の
役員に関する事務処理の基礎とするとともに住民の住所に関する揺出等の簡
素化や住民に関する記録の適正な管理を区内， もって{主民の利便を増進する
とともに，行政の合理イとに資することを目的とする。』と定め，行政機関
が，行政事務を処理するに当たって，必要がある場合など正当な理由がある
ときは，本人の同意なくこれを使用することが予定されていることも，この
ことをケ裏付けるj というコ
(ウ)住民票コードは，人格権・氏名権合授害しない
H-19.2.16 (識別{ネット]/(県)差止/閤賠， (センター )差 1:， (悶)盟賠))さ
いたま地判は，氏名権侵害に基づく差止め請求について， r原告らが主張す
るような憲法 13条に基づく人協権の一内容としての『氏名権Jはこれを認
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めることはできないjが， r氏名は，その個人の人格の象徴であり，人格権
の一内容を?講成するものというべきであるから，氏名を正確に呼称される利
誌は，法的保護に領する人格的和議で、あるということができ，これを違法に
されたときは，その侵害の態様，違法性の寵度等によっては侵害行為の
めを求めることができる場合もあり得るjが， r住民票コード{ふ
通信田線を用いて4'1吉報告ケ効率的に送信するために無作為に作成された符号
であり，一度{主民票に記載された住民票コードは，本人の語求により変更す
ることができること(住基法30条のめが認められるから，岳民票コード
は，行政事務の遂行上，氏名に代わる機能を果たすものではなjし「住基
ネットの稼働，運用に当たり，住民票コードのような符号を用いることに
よって， f閑人の人格の象徴である当該個人の氏名の重姿性が損なわれるもの
ではないc そうすると，原告らの住民票に住民票コードが記載されたことに
よって，原告らの氏名を正確に呼称される利益が違法に箆害されたと認める
こともできないし，それに基づく差止めも認めることができないJという c
同公権力による包括的管理からの自由は侵害されていない
H-19. 2.16 <識別[流通1/(県)差1:/酪賠， (センター )差J1:， (国)臨賠〉さいた
ま地判は，原告らの主張する公権力による包括的管理からの自由が， r法的
に保護される利設であるかどうかはともかくとしてん f住基ネットは，行政
機関が国民を告括的に管理することを目的とするものではなし住民京コー
iごを利用した包括的なデータマッチングが行われる具体的な危険性があると
まではいえないから，原告らの住民票に生民票コー F~記載して住基ネット
そ稼働，運用することによって，原告らが主張するJr自由が授害されたも
のとはいえないし，その危険があるとも認められないj という乙
制{主基ネットには間人情報保護措置が講じられており，安全で，プラ
イパシー権設害の危険は認められない
日ω19.2.16<識別{ネット1/(県)差止/l主IJ諺， (センター)差J1:， (国)国賠〉さい
たま地判は， H伺 16.2.27<識部{流通1!(市)国賠)大i波地判と陪m(前掲βい.)c
(2)(心掛)c データマッチングの危険性については， ri主基ネットをデータ
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て，特定の行政機関が国民の多数の個人情報合一元的に管理するために住民
票コードを利用する現実的可能性があるとはいえないから， f主民票コードミ了
利用して，個人の私生活に著しい脅威となるようなデータマッチングを行う
体制が現に構築されているものではないj という。
的) 住基ネットは全住民について運用されることが必要
H-19.2.16 <識別{ネット]/(県)差止/間賠， (センター )差1:，(国)国賠〉さい
たま地判は， r住基ネットの仕組み及び弁論の全趣旨によれば，住民の一部
にでも{主基ネット営利用しない者があれば， {主基ネットによる事務処理体制
と既君子のそれを?併存させた上で，個々の事務について，その対象となる住民
が{主義ネットを利用する考であるか否かの確認を経る作業が必要となるJ，
「その場合は，住基ネットの目的である住民基本台帳を統一のネットワーク
で接続することによって得られる仔政事務の効率化を大きく損なうことにな
ることが容易に推認で、きるからん住基ネットの「目的を達成するために
は，原則としてすべての往民について住基ネットが運用されることを要す
るj とし、う。
(3) 司法哲学
このアブローチは，積極的な可法観とはいえない。
。このアプローチをめぐって
(1) <識別[流通])
H-19. 2.16 <識別{流通]/(県)差止/留賠， (センター )去をJl， (国)国賠〉さいた
ま地判についてのコメントは，特に見られない。
注
1) 埼玉県内に履住する住民らによる Cタイプの{主選ネット訴訟(前掲ー注 21)参
照)。原告らは， {主築ネットの稼働， i翠周によって，慾j去13条の{泉p草する原告らの
自己情報コントローノレ機，氏名格~，公権力によって包括的に管理されない自由が侵
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容され，仮に侵容されていないとしても， {主Eネットの務，fゑ運用によって滋告ら
の自己箭毅コント口一/レ援が侵害される叉体的危険が存在すると主張するつ
2) 判決{ま， rこのような予防的差1二議求もーまさの士号合には認められる余地があるとい
えるがJ，r本人確認、情報の;生資やJf{t;J，!;ネットの必主主性等:こ照らすと， このような
差1L:請求が認められるためには，少なくとも， (lJ原告らの本人縫認情報{こ係る人
格約利益が侵2きされるよ主体的な危険の存在すること，及び〔2)王室止めが認められな
ければ!宗務らが1E'1後図怒なi'jifr'e絞るよヲそれがあることをヲ姿j し， IこのCl]， [2Jの
~{q: ，ふうýpJJ約笈対:議求の諮求奴[2;]であるから，これをきE終HげるミJl災については
原告らにおいてこれをと主張立認する立径があるん f本体全託拠によっても，伎主主
ネッ i、の稼働，運用{こより，原告らのヨド人議室認l¥'J殺が第三者-lこ漏えい等する具体約
危険性までは認めることができjず，その余の点についてやIJt滋するまでもなしーと
記予防fl~f雲氏諮求もまた.理由がないj とし、う。
3) 判決は， r平成 12年7月{こ政府が設iせした IT戦略本f誌は，平成 13iド11=1，子えが
filが5fl~以内{こ i笠界{il先立誌の 11' 1霊祭となることを己目指す3 ことな内議とするお-Ja 
pan 戦略~発表して電子政府の'!t混合重点政策分野の l っとし，これに主主っくたー
}江戸n或点Ni切i20021においても，子立当主政f(f・'む子自治体のも寄築-eiilm姿該!緩の l
っとしたコそして，平成 14年 12月6El，いわゆる行政手続オンライン化潟係3法
(行政手絞等における総務返{誌の技術の利用iこ!渇する法律及びその施行{こ伴う関係法
律の笠鍛等に認する法律波びに電子主主名{こ係る地方公共団体の認託業務lこ関する法
律)が足立:V:L，地方公共団体が電子署名の認証菜室務(泡子証明書の発行)念行う公
的綴人認証サービス総皮が創設されJ， 1ンターネットと電子主芸名. g利}ちして行政
機関への中諮・応出等の手続を行うことが可能となった。伎;!L~ネット{ふ公的{~詩人
認証サービスにおいて滋子証明書取得時の本人議認や，電子説明こ設の失効{こ係る情
報の縫供塁手のために用いられており(役慈法 30条の 81;N3項，第 F員， 30条の 1
第9S長)， it装カード、{ふ電子言正明会及び夜、銃縫を記録する媒体として用いられてい
る(託子努名:こ係る地方公共凶体の認託業務{こ{討する法律 35決4項， 7項L こうし
て，住:基ネットは，行政手続のオンライン化及び泡三子政府・電子自治体の実現に不
可欠の基盤であると位程付けられているj というコ
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